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大地震の長期予測は、日本国内では地震調査研究推進本部による長期評価という形で

実施され、その評価結果は全国地震動予測地図などの形で社会に公表されている。おも

に過去の地震の発生履歴に基づいて行われてきた大地震の長期予測は、災害軽減や防災

対策の立案に役立てられることが期待されるが、大地震の発生は極めて低頻度な現象で

あるため、長期予測には大きな不確定性が伴っている。本部会では、地形・地質データや

史料・考古データを活用して地震の発生や地殻変動の履歴を解明する手法の高度化を進

めるとともに、各地域での調査から過去の履歴データを蓄積して、大地震の予測精度の

向上を目指した観測研究を行う。さらに、これまでは十分に活用されていなかった地殻

変動や地震活動などの地球物理学的観測データや地震発生の物理モデルの利用により、

長期予測手法の高度化を目指した観測研究を行う。以下では、本部会に属する各課題に

ついて令和４(2022)年度の成果の概略と今後の展望について述べる。 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析

ア．史料の収集とデータベース化

熊本県の阿蘇高森で書かれた「瀬井家日記」、および「下林家日記」を調査し、文政９

年から明治元年（1826～1868 年）までの阿蘇山の火山活動や地震に関する記事を収集し

た。その結果、1830 年８月 12 日（天保元年６月 24 日）には、それぞれ新火口とスコリ

ア丘と推定される池と「富士山ニ似山」ができたことや、1854 年の安政南海地震の４〜

９ヶ月前に阿蘇山の火山活動が活発化していたことを確認した（東京大学地震火山史料

連携研究機構[課題番号：HMEV02]）。 

ウ．地質データ等の収集・集成と分析

海溝型地震の発生履歴に関する調査として、沿岸での津波堆積物や巨礫群を用いた古

津波と海岸段丘地形や生物痕跡に基づく地震性隆起の評価が行われた。 

千島海溝・日本海溝周辺域では、北海道太平洋沿岸において地質調査を行い、17 世紀

に発生した巨大津波をはじめとした過去のイベントに関するデータを取得した。また、

17 世紀巨大津波の波源に関する予察的な計算を行った（産業技術総合研究所[課題番号：

AIST08]）。さらに、胆振地方東部の厚真町において 17 世紀の津波堆積物を見出し、その

分布や特徴および堆積年代を調べた（北海道大学[課題番号：HKD_01]）。堆積物の上下の

泥炭から得られる 2σ の暦年代範囲は 1596-1641 年であり、堆積物は 1611 年の慶長奥州

地震津波の痕跡である可能性が高い。津波痕跡が識別できる範囲等から示唆される津波

の高さは 5 m 程度であり、内閣府の 17 世紀型巨大地震の想定（沿岸で約 9 m）より小さ

い。この調査地点では、過去 2500 年間の地層に津波の可能性のある痕跡は他に見つから
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なかった。一方、十勝地方大樹町においては、珪藻群集分析により 17 世紀の巨大地震前

後の地殻上下変動を精度良く推測した。その結果、この地域では地震時の変動は小さく、

地震後に 1.5 m 隆起したことがわかった（北海道大学[課題番号：HKD_01]）。 

南海トラフ周辺域では、各地で古津波調査が行われた（産業技術総合研究所[課題番号：

AIST08]）。三重県南伊勢町では、採取した試料の分析を進め、過去 3000 年間において発

生した海水の浸水イベントの年代を検討した。和歌山県串本町の橋杭岩の巨礫について

その運搬条件を数値解析し、1707 年宝永地震の津波では動かないものが存在することを

明らかにし、同津波よりも大きな津波が過去に発生していたことを明らかにした

(Namegaya et al., 2022)。和歌山県那智勝浦町では、過去の津波の浸水履歴を明らかに

するための地質調査を行った。高知県南国市では、津波の浸水頻度を評価するため、沿岸

の砂丘の発達時期を復元した。宮崎県日南市では、津波堆積物の分布と数値計算の結果

を比較し、1662 年日向灘地震の断層モデルを構築した(Ioki et al., 2022)。 

また、南海トラフ沿いの陸側斜面の志摩海脚付近において、令和３年度に実施された

海底地形調査・浅層地質構造探査のデータ解析を実施した（名古屋大学 [課題番号：

NGY_04]）。海底地形データに基づく１秒グリッド DEM を用いて検討した結果、１）熊野

灘から志摩海脚付近にかけて分布する活断層は、トレースが屈曲に富み、北側隆起を示

す、２）志摩海脚付近から遠州灘にかけて分布する活断層は、トレースが比較的直線的で

あり、北側隆起に加えて右横ずれを示す、３）志摩海脚付近の活断層は、トレースが西方

に向かって多数に分岐し、北側または南側隆起を示すことが明らかになった。また、活断

層トレースは全体として志摩海脚付近で左ステップしている。 

南西諸島海溝沿いでは、先島諸島（石垣島、宮古島）において、津波石の中でも特に

サイズの大きいものについて、形状の 3D 計測を行った。これにより津波による巨礫移動

の数値計算による復元精度が向上すると考えられる。石垣島における掘削調査からは、

1771 年明和津波由来の可能性があるイベント堆積物を確認し、試料採取を行った（東京

大学理学系研究科[課題番号：UTS_01]）。 

内陸地震の発生履歴に関する調査としては、中央構造線断層帯・石鎚山脈北縁西部区

間および石鎚山脈北縁区間においてドローン LiDAR 調査､トレンチ調査､Ｓ波反射法地震

探査等による変位履歴調査を実施した（産業技術総合研究所[課題番号：AIST02]）。石鎚

山脈北縁西部区間でのトレンチでは、周辺地形に見られる北側隆起の逆向き低断層崖な

いし撓曲崖と調和的な撓曲変形が認められた。年代測定の結果から、最新活動は従来指

摘されている西暦 1596 年文禄（慶長）の大地震群と調和的であり､その中の伊予地震に

対応する可能性がある。糸魚川―静岡構造線断層帯（以下、糸静線）の北部木崎湖地区の

逆断層とそれと並走する横ずれ断層の変動地形と断層の地下形状との関係を解明するた

めに東西約 1.2 km の浅層反射法地震探査を実施した。（名古屋大学[課題番号：NGY_03]）。

反射法解析による重合時間断面およびその解釈を図１に示す。図１（ｃ）の a−a’よりも

深部では東に傾斜した強振幅の反射面が連続的に分布し、先新第三系基盤岩上面と考え

られる。一方、先新第三系基盤岩上面と、b−b’に挟まれた領域では、変形や変位は認め

られないが、b−b’より東側浅部では、東傾斜の反射面群が見られる。この反射面群は c−c’

を結ぶ線を境として不連続となっており、横ずれ断層が c−c’を通過していることとが読

み取れる。よって横ずれ断層が比較的地下浅部で逆断層に収れんする可能性が示唆され

た。 
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古地震イベントに関するデータを検索・表示できるデータベースは、引き続き充実が

図られている。産業技術総合研究所では、活断層及び津波浸水履歴情報を「活断層データ

ベース」「津波堆積物データベース」として整備しており、「活断層データベース」では

活断層の調査地（463 地点）及び活断層線（16 断層）に関するデータの位置精度を確認・

更新するとともに、詳細な活断層図を表示するためのシステムを構築した（産業技術総

合研究所[課題番号：AIST01、AIST04]）。 

（３）地震発生過程の解明とモデル化

ア．地震発生機構の解明

2011 年東北地方太平洋沖地震における浅部大すべりの原因を明らかにするため、震源

直上の水圧計による津波波形に海陸の地殻変動観測データを加えて断層モデルの推定を

行った。宮城県沖では、海溝軸まで進展する大すべりが推定されたが、海溝軸付近の応力

降下は小さく、深部の震源近傍で大きな応力降下が推定された。この結果は、東北沖地震

を引き起こした歪みエネルギーは、深部のプレート間の力学的固着により蓄積されてい

たことを示唆する (防災科学技術研究所[課題番号：NIED02]、Kubota et al., 2022）。 

すべり速度・状態依存摩擦則を仮定し、定常状態ですべり速度強化の領域内に、すべり

速度弱化のパッチ（アスペリティ）が分布している状況で、アスペリティでの破壊を伴い

ながらゆっくりすべりが伝播した場合の、摩擦パラメータと伝播速度の関係を与える理

論式を導入した（海洋研究開発機構[課題番号：JAMS01]、Ariyoshi et al., 2022）。こ

の関係と実際の沈み込み帯での伝播速度から、摩擦パラメータの特徴的すべり量を推定

した。 

GNSS データおよび発震機構解による広域応力場という観測量を反映して、地震サイク

ルシミュレーションを行う物理モデル化手法を構築した（東京大学理学系研究科[課題番

号：UTS_05]）。この手法を用いて、中央構造線活断層帯を対象としたシミュレーション

を実施したところ、シミュレーションによる平均変位速度と地震発生間隔は、トレンチ

調査による推定値と概ね一致する結果が得られた。 

超大型岩石摩擦試験機を製作して、二つの異なる断層粗さで実施した摩擦実験データ

を解析した。その結果、断層の表面形状によって断層強度や震源核形成過程、破壊伝播過

程が大きくことなることを明らかにした(防災科学技術研究所[課題番号：NIED03]、Xu et 

al., 2023）。 

（５) 地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化

ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震

すべり分布と地下構造モデルを同時に推定する手法を、豊後水道スロースリップイベ

ントの実データに適用した。３つの異なる地下構造モデルの組み合わせによる多数の地

下構造モデル候補（＝不確かさ）を考慮してすべり分布の確率分布を推定した結果、すべ

りが数十 km 以内の領域に局所化しているとともに、観測点から遠いプレート境界浅部で

はすべり量のばらつきが大きくなることを示した（海洋研究開発機構[課題番号：JAMS01]、

Agata et al., 2022）。 

2015 年から DONET での観測によって蓄積された地震波初動の読み取りデータを用いて

３次元速度構造を推定するとともに、震源再決定を行った。その結果にもとづいてプレ

34



ート境界との相対位置関係を調べ、プレート境界付近の地震活動を特定するとともに、

スロースリップイベントの発生期間に地震活動が活発になることを明らかにした（海洋

研究開発機構[課題番号：JAMS01]、Yamamoto et al., 2022）。 

 

イ．内陸地震 

令和元年度に実施された東北日本を横断する海陸合同構造探査のデータを用いて、陸

域部における屈折・広角反射法データ処理に基づく速度構造モデル構築を前年度に引き

続き行った。昨年度までは、走時解析を主体として速度構造モデルを構築していたが、今

年度は、従来の解析では任意性が残っていた 6 km/s 層上面付近の構造及び中部・下部地

殻、上部マントルの速度と境界面の速度コントラストについて、理論波形との比較によ

る振幅情報を取り入れた推定・修正を行った（図２）。地殻深部から最上部マントルの構

造については、深さ 24-26 km に顕著な反射面が存在し、Moho は深さ 30-32 km に存在す

ることが明らかになっていたが、振幅情報も加味すると、深さ 24-26 km の面での速度コ

ントラストが 0.3 km/s、Moho 面でのコントラストが 0.2-0.3 km/s 程度であることが要

請される。そのため、本モデルは地殻最下部の速度が 7.0-7.1 km/s で、Moho 面直上に厚

さ 2 km 程度で速度が 7.1-7.5 km/s の速度遷移領域が存在するという複雑な構造（図２

c）で特徴づけられることが明らかになった（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_11]）。 

能登半島から山形県沖で実施された反射法探査の記録を陸域の観測点で読み取り、地

震波トモグラフィー解析を行った。その結果、能登半島と佐渡島の間の浅部に地震波速

度の低速度域が存在することが明らかになった。また、2007 年能登半島地震、2007 年中

越沖地震、2019 年山形県沖の地震はＰ波の高速度域と低速度域の境界で発生したことを

示した（防災科学技術研究所[課題番号：NIED02]、Matsubara et al., 2022）。 

 

２．地震・火山現象の予測のための研究 

（１）地震発生の新たな長期予測 

ア．海溝型巨大地震の長期予測 

南海トラフ沿い熊野灘において、トラフ軸近傍の TCA 観測点での海底地殻変動観測を

実施した。周辺の観測点も含めて過去のデータの再解析を実施し、アムールプレートに

対する変位速度ベクトルの方向と大きさを求めた（図３a）。TCA 観測点における変位速

度ベクトルの大きさは、グローバルのプレート運動モデル MORVEL（Demets et al., 2010, 

2011）によるアムールプレートに対するフィリピン海プレートの相対運動の大きさの６

割程度である。図３a に示した KME 以外の点における海底地殻変動観測結果と GEONET か

ら得られる地殻変動場から変位速度の大きさのプロファイルを作成し、フォワードモデ

リングを行った結果、熊野灘では固着率が 90％程度、トラフ軸近傍では 70％程度である

ことが明らかになった（図３b、名古屋大学[課題番号：NGY_04]）。 

南西諸島海溝沿いでは、沖縄本島と宮古島の間の海溝軸付近のプレート深度 10 km 弱

の海底に設置している１観測点と別経費による沖縄本島沖の１観測点において、海底地

殻変動観測を実施した。既に観測を終了している観測点も含めこの地域の４観測点につ

いてデータを再解析し、ITRF2014 準拠での変位速度ベクトルを求めた。沖縄本島沖の RKA，

RKB 観測点での変位速度ベクトルは、それぞれ N20±24°W 方向に 52±21 mm/yr、N18±7°W

方向に 21±7 mm/yr であり、プレート間固着を示す結果が得られている。一方、沖縄本
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島―宮古島間の RKC、RKD については、それぞれ N117°W 方向に 21 mm/yr と N88°W 方向

に 10 mm/yr（ともに暫定値）の変位速度を示しており、現時点では当該海域においてプ

レート間固着を示す積極的な証拠は得られていない（名古屋大学[課題番号：NGY_02]）。 

大地震発生シナリオの構築手法で最も重要となるプレート境界の力学的固着域を推定

する手法を開発し、南海トラフの力学的固着域を推定した。そして、推定した力学的固着

によって蓄積される歪みエネルギー量およびプレート境界における地震性・非地震性の

摩擦特性を想定することで、M8 クラスの前震、前震に伴う余効すべり、余効すべりによ

りトリガーされる本震巨大地震といった連鎖的に進展する地震発生シナリオを提案した

（防災科学技術研究所[課題番号：NIED03]、Saito and Noda, 2022）。 

 

 

イ．内陸地震の長期予測 

測地データから内陸（地殻内）地震の発生ポテンシャルを評価するために、北海道を対

象に、M6 以上の 30 年地震発生確率の計算を行った（図４）。GNSS のひずみ速度からグ

ーテンベルグ・リヒター（GR）則のｂ値や最大マグニチュード（Mmax）は一様として、0.2°

刻みのグリッドで計算した結果、得られた発生確率の最大値は北海道東部の内陸部で

3.2%であった。1919〜2020 年の M5 以上の震源分布と比較すると、統計的に有意とは言え

ないまでも地震発生確率の高いところで、地震が発生している傾向が認められたが、予

測される地震発生数が実際の地震数より過大(2.2 倍)であった。これは、最近 100 年間の

地震活動レートが長期的なものより低いか、非弾性変形が北海道では卓越していること

による可能性がある（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI05]）。また、西南日本におい

ても地殻ブロックの剛体運動、D90 の空間分布、最大マグニチュードの空間分布、GR 則

の b 値の空間分布に着目し、西南日本での内陸地震発生確率を 0.1°刻みのグリッドで評

価して、Mw6.0 以上の内陸地震の 30 年発生確率をポアソン過程を仮定して求めた。その

結果、九州中部や大規模な構造線(糸魚川-静岡構造線、新潟-神戸ひずみ集中帯、四国の

中央構造線等)沿いで 0.5%〜3%の比較的高い確率が得られた（京都大学防災研究所[課題

番号：DPRI05]）。 

 

(2) 地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測 

ア．プレート境界滑りの時空間変化の把握に基づく予測 

Suito(2017)、水藤(2017)の成果に基づいて熊本地震の余効変動を補正し、また、東北

沖地震前の定常変動を地殻変動データから差し引いたデータを用いて、南海トラフ域の

SSE の時空間変化を調べた（図５）。その結果、2019 年初めころの豊後水道、四国中部、

紀伊水道の長期的 SSE の時空間変化を推定できた。2020 年半ば頃からの、日向灘南部の

長期的 SSE は 2021 年半ばころに終了している。2019 年からの四国中部の長期的 SSE は、

短期的 SSE と同期していることが示された。2019 年種子島地震（M6.4）の余効すべり後

に短期的 SSE が発生している（国土地理院[課題番号：GSI_02]）。 

 

イ．地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験 

東北沖地震の本震前約 13 年間と最近５年間（2016 年３月 11 日〜2021 年３月 10 日）

の地震発生率変化をマッピングした。その結果、最近の地震活動は、震源断層大すべり域
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（core）で本震前よりも顕著に低下しており、それを取り巻く青森東方沖〜房総半島沖

（corona）で高い状態が続いていることが明確になった（図６a）。Core における余震活

動は約２〜３年程度で終息し、その後は東北沖前よりも静穏化している。Corona の活発

化は今後少なくとも 20-30 年は継続するとみられる。この時空間変化は、摩擦状態の非

線形特性を考慮した応力伝播モデルで上手く説明でき（図６b）、core での地震活動静穏

化は百年以上継続する可能性が高い（図６c）。1960 年チリ地震（M9.5）、1964 年アラス

カ地震（M9.2）、2004 年スマトラ沖地震（M9.2）にも概ね同様の傾向が認められた。こ

の傾向は、スケールダウンすると M8、M7 地震にも当てはまり、地震の空白域や地震サイ

クルでの地震活動の時系列を評価するうえで重要である。同様の視点で熊本地震前後の

地震活動変化を調べた結果、震源断層上の余震活動は約７年で元に戻るのに対し、オフ

フォルト余震活動は 20 年以上にもおよぶことがわかった（京都大学防災研究所[課題番

号：DPRI05]、Toda and Stein, 2022）。 

５．計画を推進するための体制の整備 

（５）国際共同研究・国際協力

連動型古地震の復元手法や発生頻度／発生確率の評価手法を国外の長大活断層系の事

例を基に幅広く検証していくため､トルコ・東アナトリア断層系の古地震調査を再開した。

対象区間は､西暦 1514 年以降､Ms7.0 以上の顕著な被害地震が知られておらず､大地震の

空白域とされていた断層系中南部から南部にかけての断層区間であり、2023 年２月６日

に生じた Mw7.8 の巨大地震では､この空白域を含む複数の断層区間が連動したと考えられ

る。今年度は､2014 年に実施したトレンチ調査地点（Kartal 地点、図７）を含む複数のト

レンチ調査地点の選定を行っていたところ、巨大地震が発生し、地震後の緊急調査では､

リッジと閉塞凹地の境界を延びる明瞭な地表地震断層が確認され､左横ずれ 3.8〜4.1 m

が計測された（MTA・Hasan Elmaci，私信）。今後､同地点の 3D トレンチ調査等を含めて

再調査を実施し､連動型古地震の復元手法を検証する（産業技術総合研究所[課題番号：

AIST02]）。 

これまでの課題と今後の展望 

４年目を迎える本計画において「地震（長期予測）」計画推進部会に所属する各課題で

は、フィールドでの調査に関する研究において、新型コロナウイルス感染症による制約

が緩和されており、着実に成果が挙がっている。千島海溝沿い西部の北海道胆振地方に

おける津波堆積物から 17 世紀の巨大地震の津波高が高精度に調べられ、類似の津波が過

去 2500 年間に発生していない可能性が高いことが明らかになったことは、この地域の巨

大地震の発生履歴に制約を与える重要な知見である。また、南海トラフ沿いの橋杭岩の

巨礫の運搬条件から、1707 年宝永地震の津波よりも大きな津波が過去に発生していたこ

とが明らかになったことも南海トラフ巨大地震の地震像を想定する上で重要である。さ

らに、日向灘沿岸の津波堆積物から 1662 年日向灘地震が従来考えられていたよりも規模

の大きな巨大地震であった可能性が示されたことは、地震本部による「日向灘及び南西

諸島海溝周辺の地震活動の長期評価（第二版）」の中で日向灘に M8 程度の巨大地震を評

価対象とするきっかけとなったものであり、本部会での研究成果が地震本部の長期評価
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に反映された実例として高く評価できる。一方、トルコ・シリアで 2023 年２月に発生し

た Mw7.8 の地震は、長大な活断層帯である東アナトリア断層系の複数の区間が連動して、

全長 300 km にも及ぶ巨大地震となったものであり、震源域周辺の強い地震動による巨大

災害を引き起こした。直後に発生した Mw7.6 余震も含めて、地震の規模の予測が、現状の

活断層評価手法でも可能であるのかどうかは十分に検証されるべきであり、糸魚川―静

岡構造線断層帯や中央構造線断層帯のような国内の長大活断層帯との比較も今後行われ

るべきであろう。さらには、本部会において「地震発生の新たな長期予測」として実施し

てきた測地データや地震データを用いた予測についても、どこまで予測可能性があった

のか検証されるべきである。 

大地震前後の長期にわたる地震活動の活発化・静穏化については、クーロン応力変化

と速度状態依存摩擦則に基づくモデルが実際の地震活動を非常に良く説明することが示

された。このモデルに従うと大地震における大滑り域では、大地震後に長期に渡って地

震活動が静穏化することになり、大地震の震源域を予測するための新たな着眼点である

と言える。これらの研究とともに、観測データに基づく断層滑りや地下構造のモニタリ

ング研究や地震サイクルシミュレーションに基づくモデリング研究を組み合わせて、長

期予測手法の高度化に向けた研究をさらに続けて行く必要がある。 
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図１. 糸魚川−静岡構造線活断層帯北部木崎湖地区における浅層反射法地震探査(名古屋

大学[課題番号：NGY_03]）。(a) 糸魚川−静岡構造線活断層帯の分布（Okada et al., 2015

を改変）と浅層反射法地震探査測線図。(b)フィルタ後時間断面 。(c)フィルタ後時間断

面・予備的解釈。 

  

(a) 

(b) 

(c) 
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図２. 東北日本弧中部陸域地震探査の屈折・広角反射法解析結果（東京大学地震研究所

[課題番号：ERI_11]）。(a)測線図。(b) 地殻・最上部マントルの速度構造。地殻深部・

上部マントルの反射面における速度コントラストも示した。(c)下部地殻・マントル最上

部における速度プロファイル。左が走時解析のみに基づくモデル。右が走時・振幅解析に

基づくモデル。 

(a) 

(b) 

(c) 
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(a)                           (b) 

 

図３. 南海トラフ沿い熊野灘周辺における地殻変動速度とプレート間固着モデル（名古

屋大学[課題番号：NGY_04]）。（a）海底地殻変動観測によるアムールプレート（MORVEL）

に対する変位速度ベクトル。陸上の変位速度ベクトルは GEONET F3 解による。（b）南海

トラフ軸から陸域に至る地殻変動場とプレート間固着分布。プレート間固着分布はフォ

ワードモデリングによる。陸域の地殻変動観測結果は GEONET F3 解による。 

 

 

 

図４. 北海道地方におけるMJMA6.0以上の地殻内地震の30年発生確率（京都大学防災研究

所[課題番号：DPRI05]）。地震発生層の厚さと剛性率を一様として計算を行った。赤と紫

の丸は1919-2020年の深さ20 km以浅でM5以上の地震の震央で、赤はデクラスタリング後

のもの。 
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(a) 

(b) 

図５. 南海トラフ沿いの非定常地殻変動から推

定したプレート境界滑り（国土地理院 [課題番

号：GSI_02]）。(a)１年毎及び累積の滑り分布。

(b)領域ごとの累積モーメントの時間変化。各領

域は（a）の右下に表示。四国中部の縦線は短期

的SSEの発生を示す。 
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図６. 東北沖地震前後の地震活動の変化（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI05]、Toda 

and Stein, 2022）。（a) 観測された東北沖地震前13年間に対する同地震後５〜10年後

の地震発生率変化。（b) Rate/State Coulombモデルによる地震発生率変化の後ろ向き予

測（retrospective forecast）．（c）Rate/State Coulombモデルに基づく大すべり域（core）

と周辺域（corona）の地震活動度の時間変化。 

 

 

 

図７．東アナトリア断層系・2014年カルタル・トレンチ調査地点周辺の地形（産業技術総

合研究所[課題番号：AIST02]）。赤破線が東アナトリア断層で写真は北向きに撮影。断層

の北側が閉塞凹地で南側（手前）が蛇紋岩からなるシャッターリッジとなる。2023年の巨

大地震では左横ずれ3.8〜4.1 mの明瞭な地表地震断層が確認された。 

(c) 
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１（３）地震（中短期予測） 

            

                「地震（中短期予測）」計画推進部会長 中谷正生 

                           （東京大学地震研究所） 

                                    副部会長 川方裕則 

                               （立命館大学理工学部） 

 

本部会では、地震発生の確率が高まっている状態を定量的に評価する手法の開発を目

的として、地殻活動のモニタリングや物理的解釈・数理モデル化、様々な自然現象の変調

と地震の相関の調査などを行っている。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

（２）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測 

ア. プレート境界滑りの時空間変化の把握に基づく予測 

プレート境界の固着・滑りの時空間履歴は、地震発生の切迫度への影響が物理的に明

らかであり、予測への演繹的アプローチが考えやすい。本項目では、スロー地震と繰り返

し地震の検出を中心とした、非地震性滑りのモニタリングに基く物理モデルの構築と予

測を目指して研究を行っている。 

 

〇地殻変動 

地殻変動データからプレート境界での剪断応力蓄積速度を直接推定する「力学的カッ

プリング・インバージョン手法」を提案し、南海トラフ沿いプレート境界に適用した。更

に応力蓄積速度の推定結果に基づき、前震・余効滑り・本震から成る一連の地震シナリオ

を作成した（気象庁[課題番号：JMA_01]，Saito and Noda, 2022; 野田, 2023a）。また、

地殻変動の指標化として 2000 年以降の GNSS データから日本全域の格子化ひずみ速度場

を計算し、大きなひずみ速度を示した地域や時期を抽出した結果、東北日本の広範囲に

おける 2011 年東北地方太平洋沖地震による影響、房総半島や四国西部におけるスロース

リップイベントによる影響などと関連付けられることを示した（気象庁 [課題番号：

JMA01]，木村・他, 2022a）。 

 

〇繰り返し地震 

繰り返し地震（相似地震）は、プレート境界・断層の滑りを監視するすぐれた方法で

あり、日本全国の定常観測網で観測された地震波形データを蓄積し、日本列島周辺及び

世界で発生した繰り返し地震活動の検出を行って繰り返し地震カタログを継続的に更新

している。2011 年東北地方太平洋沖地震の大滑り域周辺において、巨大地震発生後の滑

り状況変化について調べたところ、宮城県北部では現在も余効滑りが継続しているもの

の、その他の地域では本震後数年の間にほぼ収束していること、2021 年から 2022 年にか

けて発生した M6、M7 クラスの地震発生に伴い非地震性滑りが発生したことを確認した

（東北大学理学研究科[課題番号：THK09]，Igarashi and Kato, 2022)。 

滑り分布モニタの時空間分解能を上げるためには、より小さな繰り返し地震を用いる

ことが本質的であるが、類似波形検出のために波形相関を高サンプリングの連続波形か
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ら総当たりで計算するのに莫大な時間がかかることが障壁であった。本年度、波形の特

徴を 64bit 程度のコンパクトなバイナリコードに圧縮するハッシュ関数を深層学習を用

いて作成し、総当りで波形類似度を計算したところ、120 スレッド並列化のもとで、16 ch、 

100 Hz サンプリング、5.8 年分に相当するサンプル数の連続データを 15.5 時間で処理で

きるという、十分に実用的な速度が確認できた（東北大学理学研究科[課題番号：THK_09])。 

釜石市周辺に 2018年から 13点の臨時観測点を置いて行っていた稠密観測については、

東北沖地震から 10 年が経ち十分なデータが得られたことから撤収した。観測網の効果を

調べるために、2018 年８月１日からの 10 日間について、臨時観測点のデータ使用前後の

釜石沖地震周辺の地震の震源分布を比較したところ、それ以前に比べて 1.7 倍の個数の

震源を決めることができていた（東北大学理学研究科[課題番号：THK_09])。 

 

〇深部スロー地震 

産総研・防災科研・気象庁の３機関は、ひずみ・地下水・傾斜データをリアルタイム

で共有して南海トラフでおきる短期的なスロースリップ・イベント(SSSE)を解析するシ

ステムを運用しており、2021 年 11 月-2022 年 10 月までの１年間では、SSSE46 個の震源

断層が決定された（産業技術総合研究所[課題番号：AIST09]，落・他, 2022, 2023）。 

一方、GNSS による地殻変動データから、大地震発生後の余効変動の逐次推定・除去処

理を行う手法を開発した。この手法を日向灘の GNSS 客観検知に適用したところ、余効変

動が除去され長期的スロースリップイベント（LSSE）のみが検出されるようになった（気

象庁[課題番号：JMA_01]，小林・木村, 2022）。 

また、東海大学と気象庁は、定常観測の感度が低い駿河湾における海底地震計観測を

行ってきた。過去 10 年間の駿河湾の海底地震計のデータに微動活動にともなう振動が記

録されていないか調査したところ微動活動は認められなかった（気象庁 [課題番号：

JMA_01]，Panayotopoulos et al., 2022; 永井・他, 2022b; 西宮・他, 2022）。 

豊後水道周辺地域で実施している GNSS 連続観測のデータに基づき、2015—2016 年頃お

よび 2018—2019年頃に豊後水道で発生した２つのスロースリップイベント(SSE)の滑り域

を推定した。2015—2016 年の SSE では顕著な微動活動が伴わなかったのに対し、2018—2019

年の SSE では明らかな深部微動を伴った。推定された滑り過程から、前者では SSE の滑

りが微動発生域に達しなかったのに対し、後者では微動発生域まで滑りが伝播していた。

このことより豊後水道では微動発生域に滑りが達することによって微動が誘発されるこ

とが強く示唆される（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12])。 

豊後水道については、深部微動と潮汐との相関の長期的な時間変化の調査も行った。

LSSE の隣接領域での微動はせん断応力による潮汐感度が高く潮汐応力値が大きいほど深

部微動が発生しやすく、また、LSSE 期とそれ以外の期間の比較では潮汐感度は LSSE 期の

方が大きいことが見い出された（気象庁[課題番号：JMA_01]，弘瀬・他, 2022）。 

SSE における流体の役割を解明するために西南日本で精密重力観測を行なってきた。

本年度は、時間分解能を絶対重力観測から大幅に改善した連続観測可能な重力計を用い

て観測を行った。その結果、比較的規模の大きい SSE の発生中に、地殻上下変動では説

明できない重力変化を石垣島で検出した(図１)。負の重力異常が観測された事実は東海

やカスカディアと共通する（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，平松, 2023)。 
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〇浅部スロー地震 

DONET 観測点を用いた浅部低周波微動のモニタリングシステムを常時稼働させた（気

象庁[課題番号：JMA_01]，Tamaribuchi et al., 2022）。 

紀伊半島南東沖でこれまでに発生した浅部超低周波地震の震央位置や滑り過程の再評

価を行い、詳細な発生様式を明らかにした。主な特徴としては、沈み込んだ古銭洲海嶺の

西端で浅部超低周波地震のモーメント解放が大きく、主要な浅部超低周波地震エピソー

ドはその活発域全体で繰り返し発生しているのに対して、小規模なエピソードは活発域

の一部のみで発生し、必ずしも場所が固定されていないことなどが挙げられ、スロー地

震活動の多様性が改めて示された（図２、東京大学地震研究所 [課題番号： ERI_12]、

Takemura et al., 2022a)。また、それぞれの浅部スロー地震エピソードの震源パラメー

タのスケーリング則を明らかにした（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]、Takemura

et al., 2022b)。 

〇スロー地震と構造の関係 

南海トラフ沈み込み帯の深部低周波地震(LFE)の移動現象を解明するために、四国西部

に展開された稠密な短周期地震計アレイにより取得された連続波形記録の解析を継続し

た。LFE の大規模活動が生じた 2020 年２月下旬前後約１カ月間の波形データを用いて、

センブランス値に基づいて LFE 震源の時空間発展を推定した。低周波地震は、2020 年２

月 18 日から約 10 日間にわたって活発化し、海溝軸に平行な方向の移動を示した。また、

低周波地震の震央分布は、現在のフィリピン海プレートの収束方向と平行な西北西－東

南東の走向に加えて、過去の収束方向に平行な北西－南東走向の２つで概ね特徴づけら

れ、低周波地震の分布はプレートの沈み込みにより生成された構造に規定されていると

解釈される（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]、Kato et al., 2023)。 

南海トラフで浅部スロー地震を引き起こす「浅部プレート境界断層」（＝デコルマ）の

断層強度や滑り挙動を評価するために、比較対象となる日本海溝の反射法地震探査デー

タを解析し、海底下のＰ波速度構造と間隙水圧を求め、有効応力比（:= Ｐ波速度から推

定される有効鉛直応力 ÷ 正常圧密で期待される有効応力）を推定した。有効応力比が低

いほど断層強度は弱く、滑りやすい。過剰間隙水圧の状態が考えられる四国室戸岬沖南

海トラフ（Tobin and Saffer, 2009）と宮城沖日本海溝（本研究）デコルマの有効応力

比の比較を図３に示す。海溝軸に近い Zone I において、南海トラフの有効応力比は日本

海溝より著しく低く、南海トラフのデコルマがより滑りやすく浅部スロー地震が起きや

すい状態であると考えられる。沈み込む太平洋プレート上面のグラーベン構造の発達域

にあたる、日本海溝の Zone I には付加体内部の複数のスラスト断層がグラーベン構造内

部まで発達し、スラスト断層の優れた排水作用が相対的に高い有効応力比をもたらした

のかもしれない。一方、南海トラフの Zone I では、透水性の低い泥岩層により排水作用

が劣ることで、低い有効応力比が維持されていると考えられる（東京大学地震研究所[課

題番号：ERI_12]、Jamali Hondori and Park, 2022)。 

近年急速に発展する海底観測網をスロー地震発生場の解明に活用するために、海底地

震計データを用いて水平・深さ方向ともに高分解能な３次元Ｓ波速度構造を推定できる

常時微動表面波トモグラフィー手法を開発した。開発手法を S-net データに適用し、日

本海溝沈み込み帯前弧最先端部の付加堆積物や海洋性地殻に対応する低速度領域のイメ
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ージングに成功した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]、高木・西田, 2022）。 

令和３年 12 月から継続している四国東部地域における稠密地震観測で得た連続記録

については、気象庁一元化震源カタログの震源時刻に従ってイベント毎のデータ編集を

実施し、地下深部からの反射波と思われるフェイズを確認することができる信号対雑音

比の良好な観測データが取得できていることがわかった（図４、東京大学地震研究所[課

題番号：ERI_12]）。 

 

〇地震・スロー地震の物理モデル 

南海トラフの実際のプレート形状を仮定したサイクルシミュレーションでは、摩擦特

性や有効法線応力の分布を調節することによって、各セグメントの過去の巨大地震の発

生様式、日向灘 M7.5 の発生間隔・深部で繰り返す LSSE などと同時に再現することに成

功した（気象庁[課題番号：JMA_01]、Hirose et al., 2022a）。さらに、SSSE まで含めた

再現を目指して、平面断層上ではあるが、より細かいシミュレーションメッシュを用い

て各種パラメータに対するモデルの挙動を検証した。昭和東南海地震時の東海沖の割れ

残りを想定して地震発生層（アスペリティ）のパラメータを東西で変え、その深部に LSSE

と SSSE に対応するパッチを配置した。その結果、M8 クラスの地震（西側アスペリティの

破壊 2 回と全域破壊１回を繰り返す）間に 10 年間隔で M6 クラスの LSSE、２ヵ月間隔で

M5 クラスの SSSE が現れ、各現象の発生間隔や規模を概ね再現できた。なお、LSSE は全

域破壊後には現れないが、SSSE は定常的に発生している（気象庁[課題番号：JMA_01]）。 

スロー地震の物理モデルとして、スロー地震域を安定滑り帯の中に近接した多数の不

安定パッチがあると仮定し、一つの不安定パッチの破壊がその周りに引き起こす余効滑

りによって隣りのパッチが破壊されることの連鎖によって伝播現象がおきるというモデ

ルが提案されている。これに速度状態依存摩擦構成則を適用して、継続時間の長い破壊

過程を定量的に説明することに成功した。これにより観測された伝播速度から摩擦特性

を推定した（東北大学理学研究科[課題番号：THK_09]、Ariyoshi, 2022)。 

また、微動活動が潮汐に対して時間遅れで発生する観測事実を、流体挙動を考慮した

物理モデルで説明することで、プレート境界の摩擦特性や透水構造が制約できることを

示した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]、Sakamoto and Tanaka, 2022)。 

 

〇断層滑りのデータ同化 

観測データからプレート境界の滑り履歴と摩擦特性を同時に推定するデータ同化は、

原理的には、そのまま今後の滑り予測にも使えるはずである。 

昨年度着手した 2003 年十勝沖地震直後の初期の余効滑りを正確に把握するためのデ

ータ同化手法の開発を継続した。まずデータ処理として高サンプリングの GNSS データを

Itoh et al.(2021)の手法に基づいて前処理し、地震後５日間の６時間間隔の変位時系列

データを得た。次にマルコフ連鎖モンテカルロ法による摩擦特性推定手法を開発し、擬

似データによる数値実験で性能を評価した。その後、現実の観測データに適用し、摩擦特

性の空間分布を推定した。得られた摩擦特性の空間分布で観測変位の時系列データは説

明可能であるが、摩擦特性には大きな空間変化を必要とする（京都大学理学研究科[課題

番号：KUS_01])。 

観測データから、モデルパラメータの最適値のみならず、その不確実性を明らかにす
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るためには、逆問題をベイズ的に定式化し、パラメータの事後確率分布を推定する必要

がある。しかし、多数の未知パラメータを持つ非線形モデルに対する事後確率分布推定

は一般に計算コストが非常に高い。昨年度から検討している、 iterative ensemble 

smoother と ensemble transform Kalman filter を用いる手法について、本年度は、空間

的に変化するパラメータの事後確率分布を現実的な計算コストで近似的に推定する手法

を開発した。この手法では、事前確率分布からサンプリングされた粒子を観測データと

モデル計算結果に基づいて反復的に更新し、最終的に事後確率分布のサンプルを得る。

この手法の性能を評価するために、余効滑りと粘弾性緩和を組み合わせた余効変動の物

理モデルを用いて人工的な GNSS 時系列データを作成し、このデータからモデルのパラメ

ータ（プレート境界の摩擦パラメータ、マントルの粘性率、地震時の応力変化等の空間分

布）の事後確率分布を推定した。その結果、推定された事後確率分布の平均値は真値を良

く再現していた。また、地震時の応力変化が大きい場所でパラメータの不確実性（事後確

率分布の標準偏差）が小さく、小さい場所で大きいという妥当な結果が得られた（京都大

学理学研究科[課題番号：KUS_01])。 

SSE のデータ同化をアンサンブルカルマンフィルタの枠組みで行う際に、推定される

摩擦パラメータの初期分布を適切に与えることが重要である。昨年度から、どのような

摩擦パラメータ分布を与えると現実的なセグメントサイズ・再来間隔・累積滑り量をも

つ SSE が生じるかを、フォワード計算によって検討してきた。今年度は、走向方向に完

全に一様な摩擦パラメータを仮定しても SSE がセグメントに分かれて発生しうること、

そのセグメントの空間的な大きさが Ruina(1983)による震源核形成サイズ h*で決まり、

断層の幅との大小によって SSE に成長したりできなかったりすることを明らかにした。

一方で、Takagi et al.(2019)は、観測される SSE の累積滑り量や再来間隔の走向方向の

バリエーションが、SSE の発生領域に隣接する領域の非一様な固着度と相関していること

を指摘している。そこで、SSE 域の摩擦特性は一様とした上で、隣接領域の固着度を運動

学的に走向方向に非一様に設定したフォワード計算を試みたところ、SSE はセグメント化

し、セグメントごとの SSE の再来間隔が異なるという結果が得られた。したがって、実

際のデータ同化では、このようなアンサンブルも考慮する必要がある（京都大学理学研

究科[課題番号：KUS_01])。 

 

イ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験 

地震活動は 20 世紀前半からの網羅的観測データがあり、予測手法の検証・実践に関し

て格段のポテンシャルを有しているため活発な研究が続けられている。 

 

〇新しい地震観測手法 

これまでの地震観測は、観測点の振動を地震計で測り、振動の空間分布は、多数の独

立型の観測点を比較して得られる離散的なものであった。最近、長い光ファイバを敷設

することによって、振動の空間分布を光ファイバに沿って連続的に得る DAS 技術が注目

されている。そこで、DAS の試験観測を静岡県浜松市天竜区の船明トンネル内にて行い、

自然地震の観測と DAS の振幅情報の再現性を調査した。周辺で発生した自然地震を DAS

は多数捉えた。また、小型の加振器を用いて、DAS と地震計に地中を介して人工的に振動

を与えると、周波数固定で与える振動の大きさを段階的に変えたとき、DAS と地震計が捉
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えた人工振動の振幅の大きさは加振器が与えた振動と線形傾向にある。しかし、周波数

及び与える振動の大きさを固定して、DAS と地震計で長期間観測を実施すると、地震計の

振幅は一定であるが、DAS の振幅には周期に規則性のない揺らぎが見られた（気象庁[課

題番号：JMA_01]、田中・小林, 2022）。 

〇震源カタログ 

地震活動を用いる研究においては、地震カタログの質と量がまずもって重要である。

地震カタログ作成の新しい手法として機械学習の利用が注目されている。本年度、室内

水圧破砕実験で得られた連続収録 AE データ(24 ch)に対し、深層学習を用いてイベント

検出・走時検測を行い震源カタログを作成することを試み、古典的手段の組合せ(STA/LTA

による波形切り出し—AR-AIC モデルによるＰ波走時検出—非線形最小二乗法による震源決

定)で作成したものと比較した。機械学習では、イベント存在確率を出力とする深層学習

ネットワークでイベント検出・波形切出を行い、PhaseNet (Zhu & Beroza, 2019)に似た

深層学習ネットワークでチャンネル別に走時確率値を評価、REAL アルゴリズム(Zhang et 

al. 2019)を高速化した独自手法で Phase Association し、非線形最小二乗法で震源決定

した。黒髭島花崗岩 10 供試体、イーグルフォード頁岩２供試体の実験で得られた高精度

な検測値等を用いて訓練したシステムを、ウルフキャンプ頁岩供試体の実験で得られた

連続収録 AE 波形データに適用したところ、従来法(927 個)の数倍以上の個数の震源を得

ることができた。ただし、スコアが低いピック値を使うと誤検出と思われるものが多く、

品質管理が課題である（図５、東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]、直井・他, 2022)。

一方、有効な特徴量を大量の学習データから自動で事象を発見するという深層学習のコ

ンセプトからすれば、このような地震学的な震源決定の考えに沿った段階を踏むやり方

が正確な結果を産むとは限らない。そこで、１)観測波形から走時の確率トレースを計算

し、２)多数の観測点の走時確率トレースから震源座標と発震時刻を推定するという２つ

のプロセスを深層学習で処理する仕組みを考案し、同様の AE データを用いて訓練・検証・

テストを行った。２)に関しては、深層学習で解くと精度を出すのが難しかったため、得

られた走時確率トレースを最もよく説明する震源を差分進化で求めることで数 mmの震源

座標精度を達成できた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]，直井, 2022)。 

臨時稠密観測網は定常観測網より分解能に優れるが、サイト補正等をしても、イベン

トのマグニチュードを定常観測からのものと整合的に決めるのが難しく、特に、臨時観

測のみで検出されたイベントのマグニチュード情報を用いたいときに問題となる。そこ

で、ベイズ的な考え方で臨時観測のマグニチュードを簡単に補正できる新たな手法を開

発した。Xichang 地域の臨時網と中国の定常網のデータを用いて補正すると(図６)、臨時

網で決めたマグニチュードは平均で 0.5 程度上方補正され、さらに、定常網のマグニチ

ュードも補正量の平均値はゼロであるが、個々のイベントには+/-0.1 程度の補正がかか

った。ベイズ推定の観点からは、後者の補正は、臨時観測の情報が追加されたことで定常

網を用いたマグニチュード決定もより正確になったと考えられる（東京大学地震研究所

[課題番号：ERI_13]、Si et al., 2022）。 

地震カタログにおける大きな問題の一つは、本震直後の地震検知率の低下とその後の

急激な回復である。検知能力の時間変化は、状態空間モデルを用いて推定することが多

いが、時間変化が局所的に急激であるために、状態の時間変化の確率分布(システムノイ
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ズ )をうまく仮定する必要がある。そこで、地震検知能力を表すモデルに Ogata and 

Katsura (1993)を用いて、改良大森則に基いて作った 250 例の合成カタログに対して、

システムノイズとして、正規分布(ばらつきの時間変化なし/あり)、コーシー分布(ばら

つきの時間変化なし/あり)の４種を仮定した粒子フィルタアルゴリズムで検知能力の変

化を推定してみたところ、コーシー分布(ばらつきの時間変化あり)による成績が概ね良

好であった。コーシー分布は、裾が重く外れ値を正規分布より許容し得ることから、急激な

変化への対応に向いていると考えられる。この知見は、地震や SSE のサイクルをデータ同化

する際にも参考になろう（京都大学理学研究科[課題番号：KUS_01])。 

歴史資料から過去の地震活動を読み解くにあたっては、夜には寝ていることの多かっ

た昔の人間という計器の特性に注意する必要がある。土佐市の真覚寺の日記は、1854 年

南海トラフ地震から 1858 年まで、1732 件の有感記録を、揺れの程度を大・中・小に分類

して収録している。中・大の地震に限れば時間帯に対する有意な依存性は見られないが、

小に対しては夜間のレートが 35%ほど低く、Schuster 検定を行うとｐ値は 2E-15 となり、

夜間の検知率が低いことは間違いがない。大きさを分けずに分析した場合でもやはり夜

間に少ない傾向はｐ値が 2E-9 と確実であり、有感地震数全体としては２割程度が見逃が

されていると考えられる。なお、日記期間が南海トラフ地震から始まっているが、上記の

ような傾向が南海トラフ地震直後の一過性のものでないことも確認できた。さらに、地

震の大きさの記述がない津軽藩御国日記や盛岡藩雑書でも同様の発生時間帯の偏りがあ

り、ｐ値は 1E-4 以下と明らかに有意であった（図７、東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_13]、石辺ら, 2023 in press)。 

 

〇地震の可予測性 

地震活動が余震的トリガリング作用をもち、それによって時空間クラスタリングする

ことは疑いがなく、それを利用した ETAS モデルなどだけでも、ランダム予測より数十か

ら数百倍のゲインは得られる(e.g., Nakatani, 2020)。しかし「地震の可予測性の問題」

と呼ばれる問題の肝は、このような時空間クラスタリング以上に、何か非ランダムな要

素があるか、特に、地震の規模別頻度分布に非定常性があるかという問いであり、2004 年

に南カリフォルニアのデータで次におこる地震のマグニチュードは一つ前の地震のマグ

ニチュードと相関をもつと主張されて以来、論争が続いている。本年度、この問題に関す

る 29 本の論文のメタ解析を行った。カタログの完全性に問題があると疑似的な相関が出

ることには合意があるが、相関の存在に対する結論(yes/no)と使用データのコンプリー

トネスやサイズには有意な相関がなく、今のところ形勢は互角である。この問題は時間

更新型確率予測にとって根本的に重要であり、カタログ品質をさらに向上させて検証す

べきである（図８、東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]、Petrillo and Zhuang, 2022）。 

地震が本質的に事前予測困難と考えられる理由の一つは、地震の高速破壊そのものの

成長過程が複雑で、始まった地震がどこまで大きく成長するかが断層・応力の強い不均

質性に支配されているように見えることである。本年度、2022 年９月の台湾の台東地震

(M7.1)とその 16 時間前の最大前震(M6.6)について、断層モデルを仮定せずロバストな結

果が得られるとされるポテンシー密度テンソルインバージョン法（PDTI 法）による震源

インバージョンを行った。本震のモーメントレートは、途中で一度落ちて前半と後半に

はっきり分かれており、本震後半の破壊は、前震破壊と本震前半の破壊の間から始まっ
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た。また、前震でも本震でも、途中で破壊伝播方向の急激な変化が見られた。階層パッチ

モデル(Ide and Aochi, 2006)ならこういった破壊の様子が無理なく説明できる（東京大

学地震研究所[課題番号：ERI_13]、 Yagi et al., 2023）。 

将来発生する地震の強震動・津波を定量的に予測するには、予測する地震での断層滑

り方向を仮定する必要がある。一つの方法は、広域応力場と断層の姿勢から断層面に働

くトラクションの剪断成分の方向を求め、この向きに滑ると考える Wallace-Bolt 仮説を

採用することである。この方法の妥当性を調べた先行研究(Ishibe et al., 2020)では、

Terakawa & Matsu'ura (2010)で推定された三次元広域応力場から期待される滑り方向と

F-net メカニズム解を比較し、両者が概ね 30 度以内で一致することを見い出した。本年

度は、より小さな地震についての検証のために、Uchide (2020)の微小地震のメカニズム

解カタログを用いて同様の調査を行った。最近起きた大地震の影響を受ける地域以外で

は、概ね 30 度以内で一致したが、小さい地震ほどミスフィット角が大きくなる傾向が見

い出された。一つの解釈として、小規模地震ほどその滑り方向に短波長の応力不均質を

反映しているという可能性が考えられる（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]、石辺

ら, 2022b）。 

〇地震の周期性 

繰り返し地震は周期性があることがよく確認できているため、ゆらぎを考慮した更新

過程での確率予測実験が行われてきた。しかし、東北地震でステップ的に増加した背景

滑り速度の長期的な減衰の影響で、繰り返し地震の予測実験が一時不可能になっていた

が、2020 年度に報告したように、非定常更新過程モデルの導入によって再開できた(野

村・田中, 2021)。本年度は、2014—2020 年の発生データから作成した相対的な応力蓄積

率の時空間変化のスプライン関数を短期外挿した応力蓄積率で非定常更新過程モデルを

駆動して 2020 年中の四半期毎の繰り返し地震発生確率を予測した。発生実績と比較した

ところ、ポアソン過程に比べて有意に高い予測性能が示された（図９，東北大学理学研究

科[課題番号：THK_09]、野村・他, 2022)。 

繰り返し地震がなぜ良好な周期性を示すかは、地震の可予測性の問題に重要なヒント

と考えられ、繰り返し地震の破壊域内に階層的な強度構造が示唆されている(e.g., Ide, 

2019)。2021 年３月と５月に宮城県牡鹿半島沖で発生した Mw7.0 と Mw6.7 のプレート境

界型地震の破壊過程と周辺の地震の震源分布を調べたところ、2021 年３月 Mw7.0 の地震

が、東北沖地震後に出現した Mw5-6 の準繰り返し地震の震源から開始したこと、Mw5-6 準

繰り返し地震の震源域の内部で更に小さい繰り返し地震が複数発生していたことが分か

った（図 10、東北大学理学研究科[課題番号：THK_09]、Yoshida et al., 2022)。一方、

2015 年５月に宮城県気仙沼沖で発生した Mw6.8 の地震は、2002 年、2011 年３月、2011 年

５月、2012 年、2020 年に Mw6.0-6.4 の地震と同じ地震性パッチを破壊していたが、2015

年の場合だけ、隣接する同等サイズのパッチをも破壊していたことがわかった（東北大

学理学研究科[課題番号：THK_09]、Yoshida, 2023)。 

活断層における大地震の発生確率の評価方法の一つは、その発生にある程度の周期性

を期待して、平均再来間隔と最新大地震からの経過時間を BPT モデルに代入して求める

ことであり、地震調査研究推進本部による評価では、再来間隔のゆらぎパラメタ AP を長

期履歴のよくわかった４つの大きな断層のデータから 0.24 としている。AP の値は予測
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確率に大きく影響する。そこで、繰り返し相似地震の最新のカタログ(Igarashi, 2020)

を用いて AP を求めたところ、平均値は 0.20 と地震調査研究推進本部が仮定している値

に整合的だが、再来間隔が長いものほど AP が小さくなる傾向が見つかった（東京大学地

震研究所[課題番号：ERI_13]、石辺・松浦, 2022）。 

〇ETAS による地震発生予測 

地震活動に基づく短期的地震発生確率予測の手法として、ETAS モデルは最もよく確立

されたものである（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]、岩田, 2022; Zhuang, 2022）。

将来的な社会実装を検討するために、気象庁震源を自動取得し、HIST-ETAS モデルによる

発生確率の空間分布を常時更新、その結果を柔軟な GUI によって指定できる条件で地震

活動等と重ねた地図を取得するシステムはほぼ完成し、安定的に運用できるようになっ

た（図 11、東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]）。 

一方で、ETAS モデルそのものの高度化も進めている。大きめの地震の発生など、ある

時期を境に ETAS モデルのパラメタが変化する例は多く知られている。ルーチン的な運用

のためには、このような変化を準リアルタイムで自動検出し、変化前と変化後のパラメ

タを自動で決めなおして運用を継続する必要がある。本年度、データに適切な個数の変

化点を見付ける決定木アルゴリズムを開発した。M5.5–6.5 の規模が比較的大きめの地震

５個を含む 2005-2017 年のイタリア中央アペニン地方のカタログに適用したところ、2016

年の M6、2017 年の M5.5 の少し後に変化点があると判定され、そこで背景地震レートが

大きく変わったことが見い出された。また、主要な活動域の場所にも対応した変化が見

られた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]、Benali et al., 2022）。高緯度地域、

あるいは世界規模での ETAS 解析を適切に行えるよう、球面幾何を考慮した得た ETAS モ

デル(SETAS)を作り、FORTRAN のプログラムパッケージを作成した（東京大学地震研究所

[課題番号：ERI_13]、Xiong and Zhuang, 2023）。 

〇トリガリング 

余震活動が、静的および動的応力におよるトリガリングであることは広く認められて

いる。例えば、南カリフォルニアの先行研究で、熱流量が高い地域ほど余震の生産性が低

いことが示されている(Yang and Ben-Zion, 2009; Enescu et al., 2009)し、日本でも、

火山地域では動的トリガリングが圧倒的に起きやすいことがよく知られている。このよ

うなトリガリング敏感性に影響する地学的特徴を見出すために、本年度は 2000 年以降に

日本内陸でおきた 20 km 以浅 M5.5 以上の地震 18 個の余震活動パラメタを求め、防災科

学技術研究所が所有する地殻熱流量データ(Matsumoto, 2007)と比較した。その結果、有

意な相関は認められなかった。一方で、南カリフォルニアと比べて ETAS のアルファ値が

低い傾向にあり、日本の方が群発的な活動が多い可能性が示唆された。また、2011 年東

北地方太平洋沖地震の発生前の東北日本では、大森・宇津則の余震生産性が比較的高か

った。これは解析に用いた地震群の本震が逆断層であることや断層系が複雑なことと関

係しているのかもしれない（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]、Enescu and Furuya, 

2022)。 

（３）先行現象に基づく地震発生の確率予測
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地震先行現象の候補として提案されている様々な自然現象について、地震発生との相

関の有無と程度を評価しておけば、その知見を経験的に地震発生確率の予測に取り入れ

ることができるし、物理ベースの演繹的予測法のヒントになることも期待できる。 

〇複数項目による経験的地震発生予測 

大地震発生確率を評価する直感的な方法として、過去の地震活動からの時空間距離を

もとに推定する方法(Proximity-to-Past-Earthquakes, PPE モデル, Jackson and Kagan, 

1999)と 、 長 期 滑 り レ ー ト の 高 い 活 断 層 か ら の 空 間 距 離 を も と に 推 定 す る 方 法

(Proximity-to-Mapped-Faults, PMF モデル)が考えられる。これらの方法、および、両者

の荷重平均を用いる Proximity-to-Known-Sources (PKS)モデルを四川—雲南地方につい

て作り、M6 以上の地震の発生確率を計算して実際におきた M6 以上の地震 14 個と比べて

成績を評価した。どのモデルもランダム予測に対しては１を超える確率利得を示したが、

PKF はぎりぎり１を超える程度であった。最もよかったのはハイブリッド方式の PKS で

ある（図 12、東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]、Zhang et al., 2023, in press)。 

〇前震識別 

野村・尾形の前震識別モデルは、任意の地震群内のマグニチュード差や時空間的距離

に着目して、30 日以内に現時点での群内の最大地震より大きな地震が起きる確率を経験

的に評価するもので、地域性だけに基いて予測した場合より性能が高いことが示されて

いる(野村・尾形, 2018)。この前震識別モデルの具体形はロジスティック回帰で作った

ものだったが、今年度、ニューラルネットワークやランダムフォレストなど様々な機械

学習手法でこのモデルを作ってみた。それらは、野村・尾形(2018)のオリジナルモデルよ

り性能が悪かったが、アンサンブル学習を導入して複数の機械学習手法を組合わせた場

合には、前震識別精度を野村・尾形(2018)より僅かながら向上させることができた（東京

大学地震研究所[課題番号：ERI_13]、鈴木・野村, 2022）。 

〇微小リピータ前震 

前震の中には、本震の破壊開始点近傍で本震直前に多数の微小な相似地震としておこ

るものがある(e.g., Bouchon et al., 2011; Doi and Kawakata, 2012, 2013)。非常に

小さな地震であるため ETAS 的なトリガリングで本震を起こした可能性は低く、震源核の

形成が示唆されるが、先行現象であるかどうかを検証するためには、大地震の直前だけ

でなく、全ての時間・空間においてテンプレートなしで総当たり的な波形比較を行って

微小な相似地震を網羅的に検出する必要がある。波形の相互相関関数を用いた方法では

計算時間がかかりすぎて実行困難であるために、昨年度までに波形の情報量を削減する

ハッシュ関数を用いる方法を提案したが、相互相関関数に比べれば偽陽性・偽陰性共に

多く、少なくともベンチマークとして相互相関関数による検出を行なう必要がある。そ

こで、本年度は、連続波形から切り出した全ての固定長の窓に対し、Fourier スペクトル

を事前に計算しておき、それら同士の積の Fourier 逆変換を計算して相互相関関数を求

めるコードを開発・実装し、100 Hz の波形 15 チャンネル(５観測点の３成分)に相当する

データであっても、２週間分の連続波形を５時間程度で処理できることがわかった。こ

のアルゴリズムを、大阪府北部の地震(2018 年６月 18 日 07 時 58 分, Mj6.1)発生時を含
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む 10 日間の Hi-net 交野観測点と久御山観測点(震央距離 10—12 km)の３成分速度波形に

適用したところ、気象庁カタログに未記載の地震によるものと見られる波形を複数発見

できた（図 13、立命館大学[課題番号：RTM_02]）。 

 

〇前震の室内実験 

室内実験において微小破壊（アコースティック・エミッション，以下 AE）イベントが

前震的に起きることがあるが、その発生位置と断層面の空間的な関係を調べるためには、

AE 震源の相対的な分布だけでなく、絶対位置を精度よく知る必要がある。そこで、沈み

込むスラブ内浅部の温度圧力条件下での実験が可能なマルチアンビル型装置を用いた高

圧試験における震源決定精度の評価を行った。マルチアンビル型高圧発生装置は固体媒

体によって圧力をかけるため、試料に直接 AE センサを貼り付けることはできず、圧媒体

の外側に配置される６個のアンビル背面に貼り付けて計測する。すなわち、AE シグナル

は試料内部、圧媒体、アンビルを伝播してから記録される。また、試料の大きさが直径 5 

mm 弱、高さ 10 mm 弱と非常に小さいため、試料の大きさ、すなわち AE の震源域に対して

トランスデューサ受感面の大きさが無視できない。これらの影響を調べるために、仮想

震源をコンピュータ内で再現してその計算走時を利用して絶対震源位置の推定精度評価

を実施した。仮想震源を試料内部に配置させ、試料、圧媒体、アンビルの３層構造を仮定

し、さらにトランスデューサは直径 6 mm に設定したうえで、受感面の中で最も早く波が

届く点までの走時を計算した。計算走時に乱数的な読み取り誤差を与えて到達時刻デー

タとして、受感面中心を受振点座標として、また構造を単純化させた一様構造を仮定し

て震源決定を実施した。適切な弾性波速度を与えることができた場合には、読み取り誤

差がなければ、震源位置のずれは約 0.01 mm 以内と無視できるほど小さかった。これは

トランスデューサを試料から 20 mm 近く離れた位置に配置していることで受感面の大き

さの影響が低減されていることに起因する。±0.1 マイクロ秒以内の一様乱数ノイズを計

算走時に加算した場合には、0.5±0.5 mm 程度のずれが発生した。このことは、de Ronde 

et al. (2007)の先駆的研究のサンプリング速度（10  Msps）では不十分であり、10 Msps

でかつ、高周波まで受感できるトランスデューサを用いた計測が必須であることを示し

ている（図 14、立命館大学[課題番号：RTM_02]、川方・大内, 2022）。 

 

〇複合的なメカニズムによる前震活動 

2013 年２月 25 日に発生した栃木県北部地震 M6.3 の前震活動を再解析した。本震発生

前後に発生した地震 1193個に対して波形相関による相対走時差データを用いて震源を再

決定し、これらをテンプレートとして 2013 年１月—２月の連続波形記録からイベント検

出を行った結果、合計 15786 個の地震を検出した。前震活動は、本震の約１箇月前から

発生数が徐々に増え、数日前に発生率が一時的に増加し、約１時間前にはさらに活発に

なった。このように、複数の時間スケールにおいて前震活動の段階的な活発化が確認さ

れた。また、本震約１時間前に M3.6 の地震が発生して以降は、前震活動域が本震の断層

面の走向方向に加えて深さ方向にも拡大した。活動域の拡大速度は約 10 km/日で拡散的

な様式を示した。時空間スケールは異なるが、2011 年東北沖地震の発生前に見られた前

震活動域の拡大の様子と類似性が見られ、スロースリップが本震の発生を促した可能性

が考えられる（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12])。 
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〇ふつうの地震活動 

地震活動の異常度を定量的に評価する新たな手法の開発を目指して、2000 年—2020 年

８月の日本全国の地震活動の規模別頻度分布、潮汐相関に関する指標値について、空間

グリッドサイズ一定、解析震源数一定の機械的な解析を行い、各指標値の頻度分布に着

目して、全国的に他の活動と区別することができない“ふつう”の地震活動を特徴づけ、

これを基準として異常度を定量化したことを昨年度報告した。本年度は、この手法で「ふ

つうの地震活動」とされたものについて、その全数からなる母集団の規模別頻度分布を

定式化するとともに、活動指標の時間変化を評価するときに解析される典型的な 50-100

イベント程度から得た指標値(b とη)のみかけのゆらぎの意義を検討した。母集団の頻度

分布は、完全な GR 則(b = 1, η= 2)よりは少し勾配がゆるく、また、僅かに上に凸(b = 

0.9, η = 1.8)であり、Lomnitz-Adler and Lomnitz (1979)の式(LL 式)でよくフィット

される。これに対して、小集団から求めたｂ値は、最尤推定値(b = 0.9)は正しいものの、

±0.3 程度ゆらいでみえるが、これはサンプル数が少いことによる影響が大きく、LL 式

を用いたシミュレーションによって、ふつうの地震活動におけるｂ値のゆらぎは±0.1 程

度であると推定された。一方、η値については、Utsu(1988)が指摘しているように、サン

プルが少ないと最頻値すら過小評価される傾向がある。また、みかけのゆらぎも大きい

(1.4-2.2 程度)が、これもサンプル数が少ないことによる影響が大きく、LL 式を用いた

シミュレーションから推定したη値の真のゆらぎは、ふつうの地震活動においては 1.7-

1.9 程度である（気象庁[課題番号：JMA_01]、Nagata et al., 2022）。 

〇前震以外の地震活動異常 

地震活動の長期静穏化が千島の巨大地震に対する中期的先行現象である可能性が指摘

されている(e.g., Katsumata & Nakatani, 2021)。本年度は、1969、1975 年の北海道東

方沖地震の震源域で 2003 年２月に群発地震があり、その後 16 年以上にわたり顕著な長

期静穏化が継続している(Katsumata & Zhuang, 2020)ことに着目して、長期静穏化現象

のメカニズムについて一つの仮説を提案した。津波地震であった 1975 年の震源域(海溝

軸近くでゆっくり滑りしやすい物性)での SSE が、その down-dip 側のプレート境界にお

ける 2003 年２月の群発地震活動を誘発したものだと考えれば、この SSE は、同時に down-

dip 側のスラブ内に圧縮力を加えるため、太平洋スラブ内部で発生していた down-dip-

extension 型の地震活動が減少することが期待され、観察された静穏化を説明する。この

ような見方をすると、2019 年 12 月に同じ場所でおきた群発地震活動も 2003 年と同様、

1975 年の震源断層面上における SSE が要因と推察される（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_13]、勝俣, 2022）。 

〇地殻流体 

地殻流体に見られる変調もしばしば地震に先行することがある。同一地点に深さの異な

る３つの井戸を設置し、地下水位・歪・傾斜を観測する産総研の地下水等総合観測施設

は、南海トラフの想定震源域に 20 点を計画し、2006 年から順次整備を進めている。本年

度は和歌山県日高郡日高川町に新規地下水等総合観測施設を設置した（産業技術総合研

究所[課題番号：AIST09]）。 
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大気中ラドン濃度については、令和４年度までに全国 25 施設の医薬系放射線管理施設が

参画しているモニタリングネットワークによってデータ収集・解析を続けている。 

1995 年１月 17 日の兵庫県南部地震の前１-２箇月に、震源域の東方、芦屋断層上にある神

戸薬科大学で測定した大気中ラドン濃度に平年のパターンから大きく外れた顕著な変動があ

ったことはよく知られている。本年度は、同データの日周変化パターンを解析した。一般的

な日変動のパターンは、日没から日の出までの気温低下時には、空気の安定度が増加するこ

とで測定場所付近の地下からのラドン散逸を反映してラドン濃度が上昇し、逆に、日の出以

降の気温が上昇時には、空気の混合によってラドン濃度が下降するというものであり、実際

1994 年の 10 月から 12 月のデータもこの日周変化に従っていた。しかし、1995 年１月１日

から１月 16 日の地震直前期間においては、気温下降時のラドン濃度の上昇は平年より小さ

く、測定場所付近のラドン散逸が減少していたと思われる。また、気温が上昇する７時から

12 時にかけて、ラドン濃度は減少せず、異常に高い値に留まった。一方、ラドン濃度の日最

低値からは、より広域的には 12 月以降は平年に比べて顕著にラドン濃度が高い状態が続い

ていたことが示唆される。両者を考えあわせると、測定場所付近でのラドン散逸はむしろ減

少していたのだが、兵庫県南部地震の震源域でのラドン散逸によってラドン濃度が高くなっ

た大気が、混入してきたと考えられる（東北大学[課題番号：THK_10]、西尾・他, 2023）。 

また、大気中ラドン濃度変動を機械学習(ランダムフォレスト)によって検出することを試

みた。福島県立医科大学(平常時：2002 年から 2007 年を学習し、2008 年から 2011 年を予測)

では、東北地方太平洋沖地震(2011 年３月 11 日)前にあたる 2011 年において予測値と観測値

から求めた決定係数の値が顕著に低く、また 2010 年 10 月、11 月に予測値と観測値の差がそ

れらの標準偏差の３倍を超えていた。一方、神戸薬科大学(平常時：1984 年から 1988 年を学

習し、1990 年から 1995 年を予測)では、1994 年 12 月に予測値と観測値の差がそれらの標準

偏差の３倍を超えていた（東北大学[課題番号：THK_10]、土谷・他, 2023）。 

2011 年東北地方太平洋沖地震前の異常の有無を調べることを目的として、宮城県県政情報

センターに所蔵されている行政資料から、宮城県水産技術総合センター内水面水産試験場(大

和町吉田字旗坂地内)の伏流水と河川水の水温データと、宮城県栽培漁業センター(石巻市谷

川浜字前田 22)の地下水水温データ（１日１回計測）をデジタル化した。いずれのデータに

おいても、2011 年東北地方太平洋沖地震前の顕著な異常は見られなかった（公募研究、東京

学芸大学[課題番号：KOBO08])。 

2022 年３月 16 日、福島県沖を震源とする最大震度６強（M7.4）の地震が発生した（気象

庁，2022）。一方、この地震の前に東京と大阪でほぼ同時期にボラが大量死し、インターネッ

ト上では、この地震の前兆ではないかとする書き込みが散見された。３月 16 日福島県沖の地

震の前兆ではないか、とされたボラ大量死は、３月６日東京都大田区の呑（のみ）川で約 1000

匹が死亡した件と、３月７、８日の両日に大阪市の平野川と第二寝屋川であわせて約 7500 匹

が大量死した件である（産経新聞社, 2022; 中日新聞東京本社, 2022）。そこで、ボラの大量

死と、一般の人がその発生をより意識しやすい震度を基準として、最大震度６強以上の地震

との関係を調べた。調査期間は、気象庁の震度階級が現在の 10 階級になった 1996 年４月１

日から 2022 年６月 30 日とし、この間に該当する地震は 21 個あった。ボラの大量死は、概ね

100 以上の場合を大量死とし、過去の新聞記事およびインターネット検索から拾い上げた。

また、複数の魚種が示された記事については、ボラが先頭に示されているものだけを選んだ。

その結果、ボラ大量死は 37 件となった。関連を疑う先行時間を、Orihara et al. (2019)に
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ならって、大量死から 30 日後まで、大量死の場所から地震までの距離を、2022 年３月のボ

ラ大量死（東京都大田区）にあわせて半径 300 km 以内とすると、ボラ大量死から 30 日後ま

でに半径 300 km 以内で震度６強以上の地震が発生したケースは、2022 年３月６日東京都大

田区ボラ大量死と 2022 年３月 16 日福島県沖の地震のみであった（図 15、公募研究、東京

学芸大学[課題番号：KOBO08]、織原, 2022a)。 

同様にネットで話題になった例として、2023 年２月６日未明にトルコとシリアの国境付近

で発生した M7.8 の地震の 18 日前にトルコ・ブルサ県(震源から約 700 km)で出現していた赤

みを帯びたレンズ状の雲が、前兆たったのではないかという話がある。この件に関し、Yahoo!

ニュースに「トルコ大地震で目撃“地震雲”の正体に気象学者・荒木健太郎氏「雲は地震の

前兆にはなりません」」との談話が発表されたが、この記事に対するヤフーコメントの批判的

な意見は、荒木氏の断定的な否定に対して、「なぜ“ない”言い切れるのか？」といった内容

のものが目立った。ないことを証明することは、悪魔の証明などと言われることもあり、大

変困難である。たとえ科学的に正しいといえる内容であっても、断定的に「ない」と否定し

てしまうと反発を招く恐れがある。表現の仕方には注意を払う必要がある（公募研究、東京

学芸大学[課題番号：KOBO08]）。 

 

〇電磁気的な地震先行現象 

東北地方太平洋沖地震に関して、日本の地磁気共役点であるオーストラリア北部の

GNSS によって観測された電離圏総電子数(TEC)を解析したところ、日本で地震直前に観測

されたものと同様な TEC の正異常があった。異常の開始は地震の 41.5 分前であり、日本

の異常開始時刻と非常に近く、また、日本とほぼ同じ磁気経度で発生していた。これは、

電離層内の電場が大地震の直前に電子を再分布させたというモデルを支持している（千

葉大学[課題番号：CBA_01]，He et al., 2022)。 

一方、同地震数日前の３月８日昼頃から３月９日に昼頃にかけて、東北地方上空で電子密

度の負の異常があったことが先行研究(Hirooka et al., 2016; Liu et al., 2018)で指摘さ

れているが、そこで用いられた非線形トモグラフィー手法では、そもそも電子密度の低い夜

間も異常が継続していたかはわからなかった。そこで、昨年度報告した改良線形正則化法

(Song et al., 2021)を適用したところ、震央上空 250 km を中心に電子密度が減少する領域

が、３月８-９日に 20 時間以上、夜間も含めて安定的に存在していたこと、その周囲では電

子密度が増加していたことがわかった（図 16、千葉大学[課題番号：CBA_01])。 

 

〇地震・火山・津波等からメカニカルに誘起される TEC 変動 

早期警報等に役立つと期待される、地震・津波・火山によって励起される TEC 変動に

ついても事例解析を進めた。上述 Song et al.(2021)の例からもわかるように、これらの

メカニズムや大きさがはっきりした事象による TEC 変動は電離圏にあらわれる先行現象

の解析の基礎となると同時に、災害の早期警報に役立つと期待される（千葉大学[課題番

号：CBA_01]、鴨川, 2022)。 

2022 年フンガ・トンガ‐フンガ・ハアパイ火山の大規模噴火に伴う日本やインドネシ

ア上空の TEC異常変動について、電離圏擾乱の伝播速度は大気ラム波と同じ速さであり、

対流圏からの上方へのエネルギー漏洩が起源であることを示唆した。また電離圏擾乱は

少なくとも 4 回日本上空を通過したことを確認した（千葉大学[課題番号：CBA01]、 Heki, 
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2022; Muafiry et al., 2022)。 

また、トンガの大規模噴火により、2022 年１月 15 日 04:05UTC に地表面近くにて発生

した顕著な移動性大気擾乱(TAD)について、台湾に設置されたフラックスゲート磁力計、

気圧計、潮位計およびイオノゾンデデータを調査した。地表付近の大気圧は 11:30UTC に

上昇し始め、11:50UTC にピークに達した。海面変動は 12:00UTC に始まり、14:00UTC 以

降に顕著になった。電離層は 12:00UTC に突如上昇し、14:30UTC に最高高度に達し、東向

きの電場が出現したことを示唆した。さらに、14:00-15:00UTC の間には、TAD によって

生成された東向きのダイナモ電場と調和的な変化が検知された。津波による TAD 変動の

解析にも有効な情報が得られたといえる（千葉大学[課題番号：CBA_01])。 

また、先述の改良線形正則化法(Song et al., 2021)によるトモグラフィーを用いて台風

によって励起された電離圏擾乱を解析した結果、擾乱は大気重力波によって励起され、台風

の強さだけでなく、中性風の重要性（中性風速度が 10-20 m/s で弱い条件であること）を初

めて観測学的に示した（千葉大学[課題番号：CBA_01]、Song et al., 2022)。 

 

 

これまでの課題と今後の展望 

スロー地震に関しては、様々な時空間スケールにおける相互作用が見えてきて、物理

的な解釈もなされている。現実のプレート境界の不均質の理解も進んでおり、モニタリ

ング・予測に必要なデータ同化手法も着実に進展しており、物理モデルに基づくスロー

地震の予測は、もうすぐ一定程度には成功すると期待できる。通常の地震についても、複

数のスケールでのアスペリティを取り込んで、南海トラフで見られる複雑さと周期性の

両方を再現することに成功しており、また、階層的破壊の実例観察も充実してきた。これ

らの物理的理解は、自然地震の可予測性を支配する本質的な要素を備えており、経験則

の追究を含めて新たな展開が生まれるかもしれない。経験的な手法による予測に関して

は、洗練された統計モデルによる予測が着実に進むとともに、機械学習等の利用が始ま

った。まだ、華々しい成果はないが、様々な面から考えて機械学習が経験的な地震予測の

性能を大きく改善する可能性は高いだろう。一方で、予測の大前提である、地震カタログ

等の基礎データの充実における機械学習の威力はまざまざと示された。 
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図１．石垣島で観測されたスロースリップ中の重力変化。スロースリップの開始と同時

に重力が約 2 microGal 減少する（左上）。東海（左下）やカスカディア（右上）の観測

結果と異なり連続的な重力データを取得した。GNSS による地殻上下変動の寄与は約-1 

microGal で、スロースリップ期間全体にわたり一様な速度で生じるが（右下）、重力変

化は期間の前半に起きている（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]、平松, 2023 よ

り改変）。 

 

 

 

図２．紀伊半島南東沖の浅部超低周波地震。(a)浅部超低周波地震による 2004 年４月—

2021 年３月の 17 年間の積算モーメントの空間分布と（b）浅部超低周波地震活動の活動

域。図中の破線は南海トラフ、点線は Park et al.(2004)による古銭洲海嶺の位置を示す

（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]、Takemura et al., 2022a より改変）。 
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図３．四国室戸岬沖南海トラフと宮城沖日本海溝におけるデコルマの有効応力比。赤線

は南海トラフでの値を示し、黒線は日本海溝での値を示す（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_12]、Jamali Hondori and Park, 2022 より改変）。 

 

 

 

図４．四国東部の臨時稠密観測網の東西測線上の観測点で収録した地震の観測波形例

(上下動成分)。(MJMA =2.3, 発震時刻：2022/4/22 11:00:43.66, 震源位置：33.99367°N 
134.16817°E 6.6 km deep)。横軸は震央距離，縦軸の時間は原点が震源時に対応する。

振幅には AGC 処理を施している。リダクション速度:6.0 km/s。Band pass filer:５-20 

Hz。地下深部からの反射波と思われるフェイズ(赤色矢印)が確認できる（東京大学地震

研究所[課題番号：ERI_12]）。
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図５．室内水圧破砕実験で得らた AE連続波形から深層学習を利用して作成した震源分布。

a)従来手法で決定した結果。b)–e)深層学習を利用して決定した結果。走時検測における

ピック候補抽出時の閾値を変えて Association・震源決定を行い、従来手法と同じ走時誤

差の選別基準で抽出(Ｐ波走時 8 個以上，最大誤差 10mm 以下)した結果を示している（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]、直井・他, 2022 より改変）。 

 

 

図６．Xichang 地域の臨時ネットワークと中国の定常ネットそれぞれで決めたマグニチュ

ードを補正した結果。(a)補正結果。(b)Xichang 地域の臨時観測網で決めたマグニチュー

ドに対する補正量の分布。(c)定常観測網(中国地震観測網)で決めたマグニチュードに対

する補正量の分布（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]、Si et al., 2022 より改

変）。  
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図７．真覚寺日記に収録された有感地震の発生時間帯のヒストグラム。不定時法で記さ

れた時間帯情報を 24 時法に変換するときに乱数を用いた。その変換の試行のうち５回を

示す。左列:すべての有感記録を用いた場合、中列:搖れの程度「小」のみを用いた場合。

右列:搖れの程度「中・大」のみを用いた場合（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]、

石辺ら, 2023 in press より改変）。  
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図８．マグニチュード相関の有無に関する論争。左の表にある 29 本の論文を有り派と無

し派に分け，それぞれの累積出版数を追ったのが右の累積カウント図（東京大学地震研

究所[課題番号：ERI_13]、Petrillo and Zhuang, 2022 より改変）。 

  

図９．2020 年の各四半期を予測期間として，直前までの発生状況から評価した繰り返し

系列毎の地震発生確率。黒囲みは予測期間内に実際に発生した繰り返し系列（東北大学

理学研究科[課題番号：THK_09]、野村・他, 2022 より改変）。  
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図 10．2021 年３月 Mw7.0 地震震源周辺の地震活動。地震の規模を応力降下量 3MPa に相

当する丸のサイズで表す。(b)は(a)の領域の赤枠部分の拡大図。(c)地震の発生時とマグ

ニチュードの関係。星は Mw5-6 の準繰り返し地震と 2021 年３月 Mw7.0 地震（東北大学

理学研究科[課題番号：THK_09]、Yoshida et al., 2022 より改変）。 

 

 

図 11．地震発生確率ルーチン更新システムの画面例。カラースケールの確率値は 0.1 度

x0.1 度のグリッドに対する M6 以上の発生確率。他の様々な情報をレイヤーで追加でき

る。この例では直近一ヶ月の震源だけを選択した（東京大学地震研究所 [課題番号：

ERI_13]）。  
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図 12．四川–雲南地方で過去の地震活動データと活断層データから M6 以上地震を予測す

るレトロスペクティブ実験。(a)PPE 予測モデルで用いる地震。CENC カタログより 1970–

2022 年の 50 km 以浅，M4 以上の 1234 イベントを使用。赤字は実験で予測ターゲットと

する M6 以上の地震 14 個。青字は PMF 予測モデルで用いる断層。(b)PMF 予測モデルで用

いる断層(青線)の長期滑りレートを灰色線の太さで示した。(c)実験結果のモルチャン成

績図。ASS はエリアスキルスコアで，大きい方が好成績。PKS モデルに関しては，重みづ

けの違う 4 種類を試した。重みづけ係数ミューが大きいほど PMF 重視となる。PKS とだけ

書かれているのは，最尤法で決めたミューを用いたもの。PKSW は，重みづけをマグニチ

ュードで変える(Hiemer et al., 2013)もの（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]、

Zhang et al., 2023, in press より改変）。 

 

 

図 13．Hi-net 久御山観測点の連続波形記録から、相互相関関数の計算により新たに発見

された地震波形のペア。いずれも本震後の大きなノイズに埋もれ，Ｐ波の立ち上がりを

正確に読み取ることは困難と思われるが，波形の類似性により検知が可能となった（立

命館大学[課題番号：RTM_02]、高山・他, 2021 より改変）。  
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図 14．受信位置を点で仮定し，一様構造を仮定した場合の震源決定誤差の頻度分布。(a)

読み取り誤差を与えなかった場合。(b)±0.1 マイクロ秒以内の一様乱数ノイズを読み取

り誤差として計算走時に加算した場合（立命館大学[課題番号：RTM_02]、川方・大内, 2022

より改変）。 

 

 

 

図 15．最大震度６強以上の地震（青色ひし形）とボラ大量死の発生場所（公募研究、東

京学芸大学[課題番号：KOBO08]、織原, 2022a より改変）。  
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図 16． 2011 年３月８日から３月９日にかけての TEC 異常。 GNSS-TEC から Song et 

al.(2021)の 3D トモグラフィー手法で再構成。過去 15 日間の同時刻の電子密度分布の中

央値を基準モデルとした差分値を表示。太い黒矢印で異常をハイライト。この後，３月９

日 11:45am(JST)に M7.3，３月 11 日 14:46pm(JST)に M9.0 の地震が宮城県沖で起きた（千

葉大学[課題番号：CBA_01]）。 
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	1(2)_地震（長期予測）
	1(3)_地震（中短期予測）



